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「放課後児童給付」を創設へ＝利用者数に応じて補助金交付―政府

政府は、共働き家庭などの小学生が放課後に通い両親が仕事から帰ってくるまでの時間を過ごす放課後児童クラブ（学童保育）について、各市町村にある児童クラブの利用者数に応じて補助金を交付する「放課後児童給付」（仮称）を創設する方向で検討を始めた。児童クラブの規模を６区分して補助金交付していた現行制度を改めるもので、児童福祉法などの改正を経て２０１３年度からの導入をめざす。
　放課後児童クラブは、主に小学校の空き教室を利用して運営されている。全国の利用者数は０８年現在で８１万人だが、政府は潜在的な需要が大きいとみており、１４年度までに１１１万人が利用できるよう施設整備を進める。
　現在、放課後児童クラブへの補助金は、国、都道府県、市町村が３分の１ずつ（政令市・中核市は３分の２で都道府県負担なし）負担している。具体的な補助金額は１０～１９人、２０～３５人といったようにクラブ規模を６区分して決めている。１３年度以降は、現行の６区分をなくし、正確な利用者数に応じて財政支援していく方針。
　財政支援に当たっては、指導員の給与や施設整備費を充実させるため、国庫補助などを拡充する必要がある。また、放課後児童クラブはおおむね１０歳未満の小学３年生までを対象としているが、小学４年生以降でも家庭状況によっては引き続き利用できるようにする考えだ。（了）

（２０１０年７月１５日／官庁速報）

